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第１章 計画策定の概要

１．計画策定の背景と趣旨

1990 年の「1.57 ショック」を契機に、我が国では少子化対策や子育て支援の取組が本格的に進

められており、「子ども・子育て応援プラン(2004 年)」や「子ども・子育て新制度(2015 年)」を踏

まえ、待機児童対策や地域の子育て支援など幅広い施策に取り組んできました。特に「子ども・子

育て新制度」の施行後は、市町村で「子ども・子育て支援事業計画」の策定が義務化され、子ども・

子育て支援をより計画的に推進することが求められてきました。

全国で子ども・子育て支援の充実が図られている一方で、少子化や人口減少は急速に進行してお

り、労働人口の減少や将来の経済や市場規模の低下、労働人口の減少や将来の経済や市場規模の低

下、地域社会の担い手の減少といった将来の社会経済に大きな影響を及ぼす課題が深刻化してい

ます。児童虐待の顕在化や未成年者の自殺の増加、いじめ、不登校、こどもの貧困といったこども

を取り巻く状況も深刻です。

このような状況の中、こどもの最善の利益を第一に考え、こどもに関する取組や政策を社会に真

ん中に据えて強力に推進していくことが求められています。国では、令和５年４月にこども施策の

司令塔となるこども家庭庁の設置と同時に、こどもに関する様々な取組を講ずる基盤となる「こど

も基本法」が施行されました。

また、令和５年 12 月には「こども基本法」に基づく「こども大綱」が閣議決定され、すべての

こども・若者が、日本国憲法、こども基本法及びこどもの権利条約の精神にのっとり、生涯にわた

る人格形成の基礎を築き、自立した個人としてひとしく健やかに成長することができ、心身の状況、

置かれている環境等にかかわらず、等しくその権利の擁護が図られ、身体的・精神的・社会的に将

来にわたって幸せな状態(ウェルビーイング)で生活を送ることができる「こどもまんなか社会」を

目指すことが掲げられています。

本町においても平成 27 年３月に「南風原町子ども・子育て支援事業計画」を、令和２年３月に

は「第２期南風原町子ども・子育て支援事業計画(以下、「第２期計画」という。)」を策定し、私

立保育園の増改築や地域型保育の整備、私立保育園の新規整備により、本町の大きな課題であった

待機児童問題の解消が実現しました。また、幼児教育・保育の質の確保、保幼こ小連携、妊産婦の

相談支援、多様な保育サービスの充実、こどもの(孤立)貧困対策、若年妊産婦に対する支援、要保

護児童対策等といった様々な子ども・子育て支援に関する施策を計画的に推進してきました。

しかしながら、保護者に対するニーズ調査やこども・若者の声の調査では、子育てに関する不安

や経済的な負担感、孤立感を感じている世帯がいまだ多いほか、子育て世帯以外においても自らの

将来に対する不安や経済的な不安を感じており、これまで以上にこども・若者や子育て世帯に関す

る取組を横断的に行い、従来の取組をより一層強化していくことが必要になります。

このような中、第２期計画が令和６年度で最終年度を迎えることから、社会環境の変化、本町の

こどもや子育てを取り巻く現状、第２期計画の進捗状況、そして新たに施行した「こども基本法」

や「こども大綱」の理念も踏まえ、こども・若者に関する施策をより効果的に展開するため、「第

３期南風原町子ども・子育て支援事業計画」を包含する「(仮称)南風原町こども計画」を新たに策

定します。
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２．計画の位置づけと包含について

・本計画はこども基本法第 10 条に基づき、こども大綱及び都道府県こども計画に当たる「沖縄県

こども・若者計画」を勘案し、作成する市町村こども計画です。また、子ども・子育て支援法に

基づく「子ども・子育て支援事業計画」及び次世代育成支援対策推進法に基づく「次世代育成支

援行動計画」、こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律に基づく「こどもの貧困対

策計画」、子ども・若者育成支援法に基づく「子ども・若者計画」を包含しています。また、「新・

放課後子ども総合プラン」において示されてきた放課後児童対策についての取組も引き続き包

含しています。

・本計画は、南風原町総合計画を最上位計画、第３次南風原町地域福祉推進計画を上位計画とし、

関連計画とも整合性を保ちながら、こども施策を総合的に推進する計画です。

こども基本法 Ｒ5.4 施行

こども大綱（国） Ｒ5.12 閣議決定【こども基本法第９条】

少子化社会対策大綱
こどもの貧困の解消に

向けた対策に関する大綱

子ども・若者育成

支援推進大綱

県こども計画 【こども基本法第 10 条】

南風原町こども計画 【こども基本法第 10 条】

南風原町子ども・子育て支援事業計画

勘案

勘案

＋ ＋

南風原町総合計画

第３次南風原町地域福祉推進計画

南風原町こども計画

第３期子ども・子育て支援事業計画

子どもの貧困対策計画

子ども・若者計画

次世代育成支援行動計画

【国】

こども基本法

子ども・子育て支援法

子どもの貧困対策推進法

こども大綱

次世代育成支援対策推進法

【県】

沖縄県こども・若者計画

第６次南風原町障がい者計

画・第７期障がい福祉計画

第３期障がい児福祉計画

第３次健康はえばる２１

第三次南風原町男女共同

参画計画
整合

関連計画

等

整合

南風原町教育大綱
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３．計画の期間、策定体制

計画は、令和７年度から令和 11 年度までの５カ年計画です。また、ニーズや社会情勢等を見極

めながら必要に応じて計画の見直しを行います。

本計画の策定にあたっては、庁内の関係課との意見交換により取組の調整・確認を行ったほか、

有識者、地域の関係者、当事者等で構成される「南風原町子ども・子育て会議」での議論、意見を

踏まえて策定しています。

４．計画の対象と「こども・若者」の表記について

本計画の対象は、こども・若者(おおむね０歳から 30 歳未満)及び子育て世帯(妊娠・出産期含

む)とします。

また、本計画において、「こども」はおおむね 18 歳未満を指すものとし、「若者」は思春期から

30 歳未満(施策によっては 40 歳未満)までを指すものとします。

なお、「こども」と「若者」は重なる部分がありますが、18 歳未満の者を指す場合には「こども」、

思春期以上の者を明示的に指す場合には「若者」、両者を合わせて指す場合には「こども・若者」

を用いることとします。

※法令や固有名詞、既存施策の説明において、既に別の呼称がある場合はこの限りでありません。

＜参考：様々な呼称と年齢区分＞

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

呼称（根拠法令） 年齢区分

児童（児童福祉法） 18 歳未満の者

子ども（子ども・子育て支援法） 18 歳に達する日以後の最初の３月 31 日までの間にある者

乳児（児童福祉法） １歳未満の者

幼児（児童福祉法） １歳から小学校就学の始期に達するまでの者

児童（学校教育法）
満６歳に達した日の翌日以後における最初の学年の初めから、満 12 歳に達

した日の属する学年の終わりまでの者

生徒（学校教育法）
小学校又は特別支援学校の小学部の課程を終了した日の翌日後における最

初の学年の初めから、満 15 歳に達した日の属する学年の終わりまでの者

若者（子ども・若者育成支援推進

大綱）

思春期、青年期(おおむね 18 歳からおおむね 30 歳未満まで)の者。施策に

よっては、40 歳未満までのポスト青年期の者も対象

計画期間（５年）策 定
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５．パブリック・コメントの実施

令和７年１月 10 日～令和７年１月 31 日まで、パブリック・コメントを実施し、本計画案に対す

る町民の意見を広く募集しました。

意見提出者 2名（意見総数 29 件）

※計画素案掲載ページへのアクセス件数 545 件
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